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建設業における投資額、許可業者数、就業者数の推移～１

2

441
467 481 490 497 509 494 491 488 471 454 443 432 415 410 408 399 388 370 353 375 376 381 380 376 384

354 353 346 339 341 340 339

32
32

33 31 30
30

30 30 25
25

24
24

20
21 19 18 17

16
16

15

17 17 16 16 13 12

1 1 1 1 0 0 0

23

24
23 24 24

24
24 22 25

25
27

26
24

23 24 22
21

19
19

17
19 15 13 12 11 11

16 18
17 17 17 17 17

35 37 37 37 37 37 37

31
29

29 29 28
30

27 25 26
24

24
23

21
22 19 17

16
13

12
11

12 12 14 13 12 12 13
12

12 12 11 12 12

91
88

89 90 91
92

87 87 89
87

88
87

86
88 87 85

84
81

80
76

79 79 81 80 78 79 80
77

77 76 72 70 70

52.2

53.1

54.355.255.7

56.5

56.9
60.1

58.6
57.1

55.255.9 56.3

54.254.2
50.850.9

51.3

49.9

48.4

47.0 47.147.346.846.5

46.5
46.847.247.447.5

47.5

47.948.4

84.0
81.7

78.879.0

82.8

75.2

71.4

68.5
66.2

61.3

56.8
53.7

52.8 51.6
51.3

47.748.2

43.0
41.942.142.4

48.3

47.5

56.6 58.7
61.3

61.8
62.3

63.0
65.7

68.5
71.1

73.2

-5.0

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

75.0

85.0

0

200

400

600

800

1000

1200

4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 2 4 6

自営業主

家族従業者

その他の雇用者

１か月以上１年以下の有期雇用者（臨時）

１か月未満の有期雇用者（日雇）

役員、無期雇用者、１年超の有期雇用者（常用雇用）

建設業許可業者数

名目建設投資

名目公共投資

477
(7.0)

618
(9.5)

640
(9.6)

655
(9.9)

663
(10.2)

670
(10.3)

685
(10.3) 662

(10.3)

655
(10.2)                

653
(10.2) 632

(10.1) 617
(9.9) 

603
(9.8)  583

(9.6)
568
(9.2)

559
(8.9)

552
(8.8)

537
(8.6) 517

(8.4) 498
(8.2) 497

(8.0)

503
(8.0)

500
(7.9)

507
(8.0)

502
(7.8)

495
(7.7)

498
(7.6)

503
(8.0)

499
(7.6)

492
(7.4)

482
(7.2)

479
(7.1)

資料出所 1) 建設業就業者数は総務省「労働力調査」による。
2) 公共投資額及び建設投資額は国土交通省「建設投資見通し」による。令和５年度及び令和６年度は見込みである。
3） 建設業許可業者数は国土交通省「建設業許可業者数調査」による。

注 1） 平成23年度労働力調査は岩手県、宮城県及び福島県を除く。
2） 建設投資（名目値）は年度ベース、許可業者数は各年３月末、就業者数は年平均である。
3) 就業者の（ ）内の数値は、総就業者数に占める建設業就業者数の割合である。

      4)  労働力調査は平成30年から調査事項が変更となったため、従業上の地位の対応関係は単純に時系列比較をすることはできない。
5） 凡例中の（）は、平成29年までの調査事項である。「その他の雇用者」は、契約の「期間がわからない」及び「雇用契約期間の定めがあるかわからない」の計である。

（兆円）
（万社）

480
(7.1)



建設業における投資額、許可業者数、就業者数の推移～２
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令和６年度の建設投資額（名目）は約７３.２兆円（見込み）で、

ピーク時（平成４年度）から約１２.９％減

建設業許可業者数は、令和６年度末で約４８.４万業者となり、

ピーク時（平成１１年度末）から約１９.５％減

建設業就業者数は、令和６年平均は約４７７万人で、前年から３万人

減少し、ピーク時（平成９年平均）から約３０.４％減

建設投資額

建設業許可業者数

建設業就業者数



建設業就業者１万人当たりの建設投資額の推移

１万人当たりの建設投資額（名目値）は、近年、増加傾向で推移してきている。
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１万人当たり建設投資額（名目値）

１万人当たり建設投資額（実質値）

資料：建設投資額は国土交通省「建設投資見通し」、建設業就業者数は総務省「労働力調査（23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。）」により、

          １人当たりの建設投資は、建設投資額を建設業就業者数で除した数値。

尚、実質値については、建設工事費デフレーター（2015年度基準）（2023年5月31日公表）により算出している。

■ 建設業就業者１万人当たりの建設投資額の推移
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建設業の就業者数、雇用者数等の推移

■ 建設業の就業者数・雇用者数の推移 ～就業者数、雇用者数、全産業に占める割合とも緩やかに減少。

504 502 503 500 507 502 495 498 503 499 492 482 479 480 477

408 410 412 409 412 409 403 407 410 409 402
393 396 398

394

8.0 8.0 8.0 7.9 8.0 7.8 7.7 
7.6 7.5 7.4 7.4 7.2 

7.1 7.1 7.0 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

0

100

200

300

400

500

600

700

800

２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 R元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

就業者数

雇用者数

全産業に占める割合

資料：総務省「労働力調査（平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）」 注：「全産業に占める割合」は、全産業の就業者数に対する建設業の就業者数の割合

■ 建設業の職業別就業者数の推移 ～建設作業者等は緩やかに減少。専門的・技術的職業、管理的職業等は横ばい。

315
335 338 341 331 326 331 328 324 318 309 303 302 300

122 128 125 127 126 125 126 131 128 127 125 128 130 126

29
32 27 28 32 31 31 33 36 37 35 37 38 39

0

100

200

300

400

500

600

２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 Ｒ元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

専門的・技術的職業

管理的職業・事務・販売

建設作業者等

その他

資料：総務省「労働力調査（平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く。）」
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全国の建設業の倒産件数は、令和６年は１，８９０件となり、前年に比べ２１９件増加。人手不足や後継者難、価格転嫁難と
いった企業経営を取り巻く負の影響により増加が続いている。

地方の中核的な建設業者で構成される建設業協会に加盟している建設業者の令和６年の倒産件数は７１件であり、令和５年の
３１件に比べ４０件増加。

建設業の倒産件数の推移

■ 建設業の倒産件数の推移 ■ 建設業協会会員企業の倒産件数の推移
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資料：（一社）全国建設業協会「全建会員企業における倒産状況等調査結果」

年 件数 前年比

２１年 ３，４４１ －０．１％

２２年 ３，１３６ －８．９％

２３年 ３，０３９ －３．１％

２４年 ２，７３１ －１０．１％

２５年 ２，３４７ －１４．１％

２６年 １，８５９ －２０．８％

２７年 １，６１２ －１３．３％

２８年 １，５９４ － １．１％

２９年 １，５７１ － １．４％

３０年 １，４１４ －１０．０％

Ｒ元年 １，４１４ ±０．０％

２年 １，２６６ －１０．５％

３年 １，０６６ －１５．８％

４年 １，２０４ ＋１２．９％

５年 １，６７１ ＋３８．８％

６年 １，８９０ ＋１３．１％

資料：帝国データバンク 「全国企業倒産集計」 6



建設業の新規求人数及び有効求人倍率の推移

■ 建設業に係る新規求人数の推移 平成２３年から増加傾向にある。
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 注：新規学卒者及びパートタイムを除く。
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計」 注：パートタイムを除く常用。

■ 建設業に係る有効求人倍率の推移 平成２１年度までは減少傾向が顕著であったが、現在は建設投資の増加などにより高い水準にある。

(人)

(倍)
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■ 建設技能労働者の不足率の推移（全国）

建設技能労働者の需給状況

建設技能労働者は、平成２０～２２年において全ての職種で過剰となっていたが、２３年以降は不足傾向にある。

資料：国土交通省「建設労働需給調査」

注１：不足率の計算は次による。

（確保できなかった労働者数－確保したが過剰となった労働者数）／（確保している労働者数＋確保できなかった労働者数）×１００

２：不足率がプラスのときは労働者が不足し、マイナスのときは過剰となっていることを示す。
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■ 建設業事業所の従業者の規模別割合

建設業事業所の従業者の規模別構成比等

建設業事業所では、従業者が５人未満が半数以上を占めており、ほとんどが３００人未満の中小事業所。業種別従

業者数では、総合工事業の従業者が約半数を占め、職別工事業が２３％、設備工事業が２８％。

■ 業種別従業者数
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区分 設備工事業

電気工事 管工事 その他

令和３年 1064 401 322 341

(単位：千人)

資料：総務省「経済センサス」

資料：総務省「経済センサス」
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建設業における入・離職者数の推移

令和６年は入職者数が294千人、離職者数が250千人となり、３年ぶりに入職者数が離職者数を上回った。

■ 建設業の入・離職者数の推移
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資料：厚生労働省「雇用動向調査」

注： 入（離）職率＝入（離）職者数÷１月１日現在の常用労働者数×１００
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■ 全産業における転職入職者数、新規学卒者数

建設業入職者の職歴別状況

建設業入職者の約72％を転職入職者が占め、全産業における転職入職者の割合を上回っている。

建設業の新規学卒者の割合については、全産業における新規学卒者の割合を下回っている。

■ 建設業入職者の職歴別状況
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資料：厚生労働省「雇用動向調査」
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新規学卒者 15.0 14.2 14.7 15.7 15.4 14.2 16.0 15.3 14.5 16.6 16.1 17.5 16.7 16.7 16.8 18.7 20.4 18.7 17.8 16.1

65.8

(%)
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建設業への転職入職者の前職の状況

建設業への転職入職者については、平成１７年から平成２５年までは前職も建設業である割合が高く５～７割程度で推移。
平成２６年以降は前職が第３次産業である割合が上回る傾向にある。

■ 建設業への転職入職者の前職の状況

資料：厚生労働省「雇用動向調査」

45.2 

56.3 

39.6 

36.3 

47.2 

37.4 

42.7 

41.2 

41.9 

42.1 

40.8 

56.1 

60.6 

58.8 

53.8 

64.6 

58.7 

54.3 

53.0 

8.4 

6.5 

7.9 

17.0 

12.4 

14.7 

12.1 

11.9 

7.9 

12.0 

5.5 

6.9 

13.5 

6.7 

13.0 

9.3 

7.5 

11.1 

9.3 

45.5 

37.1 

50.5 

45.4 

41.6 

47.5 

42.4 

43.8 

50.2 

45.3 

50.1 

35.7 

25.3 

33.5 

32.5 

25.6 

32.4 

34.2 

37.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R６年

R５年

R４年

R３年

R２年

R元年

３０年

２９年

２８年

２７年

２６年

２５年

２４年

２３年

２２年

２１年

２０年

１９年

１８年 第１次産業

建設業

製造業

第２次産業その他

第３次産業

調査時
在籍者数
（千人）

２７１

２１４

１８０

２４２

１６７

１６０

１５８

１９１

１８８

１６７

１３８

１３６

１７０

１５６

１９３

１５７

１３８

１７３

１９３
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建設業就業者の年齢構成

令和６年における建設業就業者の年齢階層別構成比をみると、全産業に比べて、５５歳以上の割合が３６．７％と高く、２９
歳以下の割合は１１．７％と低い。また、就業者の平均年齢では、令和６年の建設業就業者の平均年齢は４５．３歳となってお
り、全産業に比べ、高齢化が進展している。

■ 就業者の年齢構成の推移

30.2 
31.3 

32.2 32.5 33.1 32.8 
33.6 34.3 34.3 33.8 33.9 34.1 

35.1 35.3 36.0 35.5 35.9 36.6 36.7 

15.0 
13.8 

13.0 12.8 
11.6 11.8 11.1 

10.2 10.7 10.8 11.4 11.0 11.2 11.6 11.8 12.0 11.7 11.6 11.7 

27.0 27.9 28.2 28.4 28.5 28.6 

28.7 28.6 
28.9 29.2 29.3 29.7 30.2 30.5 

31.1 31.2 31.5 31.9 
32.4 

19.4 
18.6 18.3 17.8 17.5 17.3 16.7 16.6 16.4 16.2 16.4 16.1 16.5 16.6 16.6 16.6 16.4 16.7 16.9 

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

１８年１９年２０年２１年２２年２３年２４年２５年２６年２７年２８年２９年３０年Ｒ元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

建設業５５歳～

建設業１５～２９歳

全産業５５歳～

全産業１５～２９歳

(％)

■ 就業者の平均年齢の推移 区分年 全産業就業者
平均年齢

建設業就業者 製造業就業者

平均年齢 生産労働者(男) 平均年齢 生産労働者(男)

29 ４２．５ ４４．５ ４４．４ ４２．４ ４１．２

30 ４２．９ ４４．３ ４４．９ ４２．６ ４２．６

Ｒ元 ４３．１ ４５．１ ４５．４ ４２．７ ４２．８

Ｒ２ ４３．２ ４４．８ 建設・採掘従事者（男）※
４３．４

４３．０ 生産工程従事者（男）※
４１．７

R３ ４３．４ ４４．５ 建設・採掘従事者（男）※
４４．５

４３．１ 生産工程従事者（男）※
４１．７

R４ ４３．７ ４５．０ 建設・採掘従事者（男）※
４３．８

４３．５ 生産工程従事者（男）※
４２．１

R５ ４３．９ ４５．２ 建設・採掘従事者（男）※
４３．９

４３．７ 生産工程従事者（男）※
４２．４

R６ ４４．１ ４５．３ 建設・採掘従事者（男）※
４４．１

４３．８ 生産工程従事者（男）※
４２．５

資料：総務省「労働力調査」

資料：厚生労働省

「賃金構造基本統計調査」

注：企業規模１０人以上の事業所

※令和２年調査方法の変更に伴い、 建設
業（生産労働者・男）及び製造業（生産労
働者・男）は廃止となったため、令和６年
も引き続き生産工程従事者（男）及び建
設・採掘従事者（男）の年齢を記載してい
る。

単位：歳
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新規学卒者の建設業への就職状況

新規学卒者の建設業への就職者数は、平成２５年以降、４万人前後で横ばい傾向である。

■ 新規学卒者の建設業への入職状況

14 14 13 12 11 14 14 15 17 18 18 17 17 16 15 17 17 16 14 14

18 19 20 19 18
17 18 19

21
23 23 22 24 24 24

25 26 27
26 25

0

10

20

30

40

50

60

H１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 Ｒ元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

短大・大学等卒業就職者

高校卒業就職者

資料：文部科学省「学校基本調査」

注：短大・大学等には、高等専門学校、大学院を含む。なお、四捨五入の都合上、グラフと表の数値が一致しないことがある。

区 分 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 Ｒ元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

就職者数

(千人)
３３ ３３ ３３ ３１ ２９ ３１ ３１ ３４ ３８ ４１ ４１ ３９ ４１ ４１ ４０ ４２ ４４ ４３ ４０ ３８

全産業就
職者に占
める割合
(％)

４．８ ４．６ ４．５ ４．２ ４．１ ５．０ ４．９ ５．０ ５．４ ５．７ ５．６ ５．３ ５．４ ５．３ ５．２ ５．４ ６．１ ６．０ ５．６ ５．４

（千人）
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建設業における女性就業者数等の推移

建設業全体の就業者数が減少する中、平成２３年より女性就業者数は増加傾向であり、令和６年で８７万人となっている。
しかし、女性就業者の比率は全産業や製造業と比較すると、依然として低い状況である。

■ 建設業の女性就業者の比率の推移

89
86

81 82 81
78 74

69
66

70 71
75 75 74 76

83
84

82 82
85 88 87

41.1 41.3 41.4 41.6 41.5 41.6 42.0 42.2 42.2 42.3 42.8 43.0 43.2 43.5 43.8 44.3 44.5 44.5 44.7 45.0 45.2 45.4 

33.4 32.9 
32.2 32.1 31.3 30.8 30.0 29.9 29.6 29.5 29.5 29.8 30.2 30.1 30.1 30.2 30.0 29.9 30.0 29.9 30.0 30.3 

14.7 14.7 14.3 14.7 14.7 14.5 14.3 13.9 14.0 13.9 14.2 
14.9 15.0 15.0 15.3 

16.6 16.8 16.7 17.0 
17.7 18.2 18.2 

0

20

40

60

80

100

120

140

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

H15年 17年 19年 21年 23年 25年 27年 29年 Ｒ元年 ３年 ５年

女性就業者数（建設業） 女性従事者割合（全産業） 女性従事者割合（製造業） 女性従事者割合（建設業）

（万人）

資料：総務省「労働力調査」

（％）
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建設業における外国人技能者の推移

建設業全体の就業者数が減少する中、外国人技能者の在留者数は年々増加傾向であり、令和６年で21.3万人となっている。

外国人建設技能者の在留者数推移

資料：国交省調べ

（千人）

16

6,791 7,054 8,577
12,049

18,883
27,541

36,589

45,990
64,924

76,567

70,488

70,489

88,830

107,229

401

1,480

2,983

4,796

5,327

3,987

1,767 828
267

2,116
6,360

12,768

24,433

38,365

8

30

213

0.2% 0.2% 0.3%
0.4%

0.6%

0.9%

1.2%

1.5%

2.2%

2.6% 2.5%

2.8%

3.7%

4.9%

0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

技能実習生

建設就労外国人

特定技能1号外国人

特定技能2号外国人

建設技能者数に対する外国人建設技能者比率



令和６年における建設・採掘従事者の年収額は約４８７万円となっており、建設業（全従業員）や全産業（全従業員）に比べ
低い。

■ 建設・採掘従事者（生産労働者）の年収額の推移

建設業の生産労働者の年収額の推移

4,717 4,705 

4,810 4,825 4,832 4,820 

4,782 

4,591 

4,749 

4,650 

4,850 

4,962 

5,126 

5,330 5,306 

5,465

5,501 
5,403 

5,370 5,334 

5,670 
5,653 

3,947 

4,013 
3,940 

4,158 

4,048 

4,117 
4,008 

3,958 

4,018 

3,916 

3,949 
4,086 

4,327 

4,177 

4,450 

4,625 

4,624 

4,692 

4478

4,605

4,871
4,803

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

全産業

（全従業員）

建設業

（全従業員）

建設業

（生産）

建設・採掘従事者

注2

5,270

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

注１：推定年収額＝きまって支給する現金給与額×１２＋年間賞与その他特別給与額

注２：令和２年調査方法の変更に伴い、建設業（生産労働者）は廃止となったため、令和６年も引き続き建設・採掘従事者 

としている。

(千円)
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建設業における月平均総実労働時間は、平成３０年以降減少傾向にあるが、全産業や製造業に比べて長く、令和６年の年間総
実労働時間は、１，９３８時間。完全週休２日制の普及状況は、令和６年では企業数で全産業では約５７％に対し、建設業では
約４６％と低い。

建設業労働者の労働時間の推移

■ 常用労働者の月平均総実労働時間の推移

■ 常用労働者の年間総実労働時間（令和６年）

152.3 151.3 150.2 150.7 

149.3 

144.4 

146.2 

145.6 
147.1 

145.5 

145.1 

144.5 

143.7 

143.4 

141.4 
138.8 

135.1 

136.1 

136.1 

136.3 
136.9 

170.2 
171.5 

171.1 

172.1 
171.6 

169.0 
170.7 

170.2 

171.6 172.2 
173.2 

171.5 171.3 171.9 

169.7 168.2 

165.4 

165.3 
163.5 164.3 

161.5 

164.3 
166.1 

165.4 

166.2 
163.6 

154.1 

161.5 

161.0 

163.5 

162.4 

163.2 

163.2 

162.8 

163.6 

162.8 

159.5 

153.2 

155.9 

156.6 

157.0 
156.4 

130.0

135.0

140.0

145.0

150.0

155.0

160.0

165.0

170.0

175.0

180.0

15年 16年 17年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 Ｒ元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

全産業

建設業

製造業

区 分 年間総実労働時間

全産業 １，６４３ 時間

建設業 １，９３８ 時間

製造業 １，８７７ 時間

■ 完全週休２日制の普及状況（令和６年）

区分

事項
週休２日 完全週休２日

全産業 ９０．９ ５６．７

建設業 ９２．４ ４５．９

製造業 ９４．５ ５３．５

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

注：事業所規模５人以上を対象

年間総実労働時間

＝月平均総実労働時間×１２か月

資料： 厚生労働省「就労条件総合調査」

（注：企業規模３０人以上）

（時間）

（単位：％）
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■新規学卒者の３年目までの離職率の推移

19

建設業における新規学卒者の３年目までの離職率は、新規高卒者では全産業を上回っているが、新規大卒者では全産業を下

回っている。

57.3 
55.2 

51.2 

46.8 

43.4 43.7 

46.8 
48.5 50.0 

48.3 
47.7 

46.7 
45.3 

45.8 
42.7 42.2 42.4 43.2 

41.4 

49.5 
47.9 

44.4 

40.4 

37.6 
35.7 

39.2 39.6 40.0 40.9 40.8 
39.3 39.2 

39.5 

36.9 
35.9 37.0 

38.4 
37.9 

36.1 
34.2 

32.6 

30.0 29.2 27.6 
27.6 

29.2 
30.1 30.4 30.5 

28.9 27.8 
29.5 

28.0 
28.6 

30.1 30.7 
30.5 

36.6 35.9 
34.2 

31.1 
30.0 

28.8 
31.0 

32.4 32.3 31.9 32.2 31.8 32.0 32.8 
31.2 31.5 

32.3 
34.9 

33.8 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0
高卒建設業

高卒全産業

大卒建設業

大卒全産業

（資料）厚生労働省人材開発統括官集計

【令和４年3月新規大卒就職者の就職後3年以内離職率の場合】
[1] 就職者：生年月日が平成12年4月1日以前で、令和４年3月1日から令和４年6月30日までに新規学卒として雇用保険に加入した者を令和４年3月新規大卒就職者とみなす。
[2] 離職者：[1]の内、令和４年3月1日から令和４年3月31日までに離職した者（令和４年3月1日から令和４年6月30日までに新規学卒として雇用保険加入の届けを提出した事業所を

                    上記の期間中に離職した場合、離職理由や離職後の就業の状態に関わらず離職者として算出している（以下、[4]についても同様））。
    ※令和４年3月新規大卒就職者の３年以内離職率・・・[2]／[1]

【令和４年3月新規高卒就職者の就職後3年以内離職率の場合】
[3] 就職者：生年月日が平成14年4月2日から平成16年4月1日までの者で、令和４年3月1日から令和４年6月30日までに新規学卒として雇用保険に加入した者を令和４年3月新規高卒就職者とみなす。
[4] 離職者：[3]の内、令和４年3月1日から令和７年3月31日までに離職した者。

    ※令和４年3月新規高卒就職者の就職後３年以内離職率・・・[4]／[3]

新規学卒就職者の学歴別・産業別３年目離職状況

（％）



■ 建設業における死傷者数の推移

建設業における労働者災害の発生状況

建設労働者の死傷者数や死亡者数は、令和５年では死傷者数が対前年比０．９％減の１４，４１４人、死亡者数は対前年比２０．６％

減の２２３人であった。 全産業に占める割合は、死傷者数で１０．６％、死亡者数で２９．５％と、建設業が全産業に占める就業者数

の割合（７ .１％）に比べ高い。
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死亡者数 全産業に占める割合

（％）
.0.0.0

資料：死傷者数については、厚生労働省労働基準局「労災保険給付データ」及び「労働者死傷病報告（労災非適）」
死亡者数については、厚生労働省労働基準局「死亡災害報告」 ※注 震災及び新型コロナウイルス感染症に係る件数は除く。

（人） （％）

（人）

■ 建設業における死亡者数の推移
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建設業労働者の労働保険の加入状況

雇用保険適用事業所数・労災保険適用事業場数は、全産業、建設業ともに増加傾向。

令和５年度から６年度の間に雇用保険の被保険者数は32,562人、労災保険の適用労働者数は69,639人増加した。

■ 雇用保険適用事業所数及び被保険者数 ■ 労災保険の適用事業場数及び適用労働者数

区 分 事業場数 労働者数

令和６年度

建設業 658,879 5,737,879

全産業 2,968,201 63,222,897

令和５年度

建設業 662,819 5,602,612

全産業 2,972,468 62,020,967

令和４年度

建設業 663,353 5,508,880

全産業 2,968,456 61,455,906

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報」 資料：厚生労働省「労働者災害補償保険事業年報」

（単位：人） （単位：人）

区 分 事業所数 被保険者数

令和６年度

建設業 436,288 2,938,324

全産業 2,379,389 44,991,796

令和５年度

建設業 435,839 2,905,762

全産業 2,375,575 44,794,251

令和４年度

建設業 432,860 2,869,322

全産業 2,372,421 44,565,271

（単位：カ所） （単位：カ所）
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■ 建設業退職金共済制度の加入状況の推移■ 全国健康保険協会管掌健康保険適用事業所数

及び被保険者数（ R６ . 3 . 3 1現在）

建設業における全国健康保険協会管掌健康保険及び厚生年金保険の被保険者数は、前年から横ばい。

建設業退職金共済制度における令和６年度の被共済者数については、前年度より微減。

建設業労働者の社会保険等の加入状況

合 計 事業所数 前年比 被保険者数 前年比

建設業 482,391 102.4% 2,672,145 101.5%

産業計 2,666,138 104.0% 25,211,708 101.7%

資料：全国健康保険協会「全国健康保険協会管掌健康保険 事業年報」

（単位：カ所） （単位：人）

■ 厚生年金保険適用事業所数

及び被保険者数の推移（ R６ . 9 . 1現在）

合 計 事業所数 前年比 被保険者数 前年比

建設業 496,201 102.1% 3,555,445 101.3%

産業計 2,833,864 103.7% 42,711,924 101.4%

資料：厚生労働省「厚生年金保険 業態別規模別適用状況調」

（単位：カ所） （単位：人）

年度 共済契約者数 被共済者数

２０年度 188 2,775

２１年度 187 2,828

２２年度 183 2,868

２３年度 178 2,902

２４年度 173 2,950

２５年度 171 3,012

２６年度 170 3,079

２７年度 170 3,134

２８年度 170 2,215

２９年度 171 2,203

３０年度 172 2,189

R元年度 172 2,170

R２年度 174 2,170

R３年度 175 2,156

R４年度 175 2,137

R５年度 175 2,123

R６年度 175 2,102

（単位：千人）

資料：建設業退職金共済
事業本部「事業年報」
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